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エネルギー選択の大きな流れ 

第1の選択
国内石炭から石油へ

（60年代）

・ 自給率の劇的低下

ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率
60年 70年
58% →    15%

第2の選択
2回の石油危機

（70年代）

・価格の高騰
電気代（70年=100）

70年 80年
100 →    203
※消費者物価指数

第3の選択
自由化と温暖化

（90年～）

・京都議定書（97年採択）
・CO2削減という課題

第4の選択
東日本大震災と1F事故

（2011年～）

・最大の供給危機
・安全という価値
・再エネという選択肢の登場

第5の選択
パリ協定50年目標

（2030年～）

・多くの国が参加
野心的目標を共有
・技術・産業・制度
の構造変革

今ココ

○14年策定の30年エネ基、その進捗(2016年度時点)

① CO2削減のシナリオ
（30年目標：
ゼロエミ電源比率44%）

→13年10%から17%へ
（再エネ15%、原子力2%程度）

○道半ば、実現に向けた課題を洗い出し.
○30年＝実現重視の対応

② エネルギー自給率向上のシナリオ
（30年目標：自給率24%）
→13年6%から8%へ

③ コスト抑制のシナリオ
（30年目標：電力コストは

足下から引き下げる）
→電気料金は

震災後3割上昇
（足下１割）
（油価↓、再エネ買取費用↑、

原発代替の火力↑）

総合エネルギー調査会

○パリ協定
・2050年の温室効果ガス削減について先進国は極めて野心的な高い目標を共有

・各国の共通要素
技術革新（原子力、再エネ、CCS、省エネ等） 海外での貢献 人材開発・投資加速
○技術革新・投資と海外貢献が可能な産業の構造と政策を構築することが必須
○50年＝あらゆる可能性を追求

日
(13年比)

米
(05年比)

加
(05年比)

独
(90年比)

仏
(90年比)

30年 ▲26% ▲26 ~28% ▲30% ▲40% ▲40%

50年 ▲80% ▲80% ▲80% ▲80~95% ▲75%

◎主な情勢変化、今後その見極めが重要
○油価と再エネ価格の下落
○蓄電池開発の本格化と現実
○脱原発を宣言した国がある一方、多くの国が原子力を活用している状況
○自由化と再エネ拡大、悪化する投資環境

○パリ協定、米国離脱もトレンド変わらず
○拡大する世界のエネルギー・電力需要
○新興企業の台頭、金融の存在感
○高まる地政学リスク、求められる戦略

情勢懇談会

60年～ 70年～ 90年～ 2011年～ 2030年～

※日の50年目標の基準年は未定
※米の05年比▲26~28%は25年目標
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自給率 

(Energy Security) 

現状よりも引き下げる 

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞ 

温室効果ガス 
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(Environment) 

欧米に遜色ない 
温室効果ガス削減目標 
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提 

 

安
全
性(S

afety) 

震災前（約２０％）を 
更に上回る概ね２５％程度 

一次エネルギー供給 

(Economic Efficiency) 

 

2030年度 
（将来） 

2015年度 
（震災後） 

2010年度 
（震災前） 

電源構成 

2010年度 
（震災前） 

2015年度 
（震災後） 

2030年度 
（将来） 

2030年度目標の設定（15年7月）～３Ｅ＋Ｓの同時実現～ 
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2030年度 
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2010年度 

※2016年度は「2018年度までの日本の経済・エネルギー需給見通し」（日本エネルギー経済研究所）を基に推計した値 
※2030年度の電力コストは系統安定化費用0.1兆円を含む 出所）総合エネルギー統計等を基に資源エネルギー庁作成 

取
組
指
標 

成
果
指
標 

震災前 
（2010年度） 

震災後 
(2013年度) 

足下 
(2016年度:推計) 

ミックス目標 
（2030年度） 

進捗状況 

①ゼロエミ電源 
比率 

35％ 
 

再エネ10% 
原子力25％ 

12% 
 

再エネ11% 
原子力1% 

17% 
 

再エネ15％ 
原子力2％ 

44％ 
 

再エネ22~24％ 
原子力22~20％ 

②省エネ 
(原油換算の 

最終エネルギー消費) 

3.8億kl 
 産業・業務：2.4 
 家     庭：0.6 
 運    輸：0.8 

3.6億kl 
 産業・業務：2.3 
 家      庭：0.5 
 運      輸：0.8 

3.5億kl 
  産業・業務：2.2 
  家     庭：0.5 
  運    輸：0.8 

3.3億kl 
   産業・業務：2.3 
   家    庭：0.4 
   運    輸：0.6 

③CO2排出量 
(エネルギー起源) 

11.4億トン 12.4億トン 11.4億トン 9.3億トン 

④電力コスト 
(燃料費＋ 
FIT買取費) 

5.0兆円 
燃料費：5.0兆円 
(原油価格84$/bbl) 

 
 

FIT買取：0兆円 

9.8兆円 
燃料費：9.2兆円 
(原油価格110$/bbl) 
数量要因＋1.6兆円 
価格要因＋2.7兆円 

FIT買取：0.6兆円 

6.3兆円 
燃料費：4.2兆円 
(原油価格48$/bbl) 
数量要因▲0.9兆円 
価格要因▲4.1兆円 

FIT買取：2.0兆円 

9.2~9.5兆円 

燃料費：5.3兆円 
(原油価格128$/bbl) 

 
 

FIT買取:3.7~4.0兆円 

⑤エネルギー 
自給率 

(1次エネルギー全体) 

20％ 6％ 8% 24％ 

３０年ミックスの進捗 ～着実に進展。他方で道半ば～ 
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（変化１）原油価格は１００ドルから５０ドルに 
米国の資源国としての地位確立（非中東エリアの台頭）、石油・天然ガス価格の低迷が続けば原子力・石炭からガスシフトが進むとの見方
がある一方、３０年以降は原油価格が１００ドルとの見通しもある。 

  
（変化２）再エネ価格は日本の外では４０円/kWhから１０円/kWhに 
ＦＩＴ補助から自立し主力電源にとの見方も。一方、送電線と調整電源不足で新たな負担問題も顕在化。また、日本は割高問題が残存。 

  
（変化３）自動車産業のＥＶ化競争が激化 
 バッテリーが実用化し再エネ１００％も可能との見方も。一方、バッテリーは依然割高という現実。 
  
（変化４）脱原発を宣言した国がある一方、多くの国が原子力を活用している状況 
 １Ｆ事故を受け脱原発を表明した国（独、伊、スイス、ベルギー、台湾、韓国）があり、新設原発での初号機リスクや国内での不安も。
一方で、温暖化や脱化石のために原発を選択、政策支援をする国も多数ある事実。この中で、安全・不拡散を担う人材技術の維持が共通課
題に。 

  
（変化５）全面自由化と再エネ拡大により投資環境に新たな課題 
 限界費用ゼロの再エネの拡大により卸売電力価格が下落、長期大型の電力投資が困難に。自由化と再エネ拡大が新たなチャレンジを生ん
でいる。 

  
（変化６）パリ協定を巡る動向、米国離脱もトレンドは変わらず 
 米国は中国や欧州以上に技術でリードと宣言。①再エネ、②原子力、③ＣＣＳ、④経済的措置、⑤海外貢献から成る低炭素対応の国際競
争に。日本もＦＩＴ・温対税で３兆円／年規模の経済的措置。この設計が課題に。 

  
（変化７）拡大する世界のエネルギー・電力市場 
 日本の電力市場は成熟化（約１兆kWh）。他方で、世界の市場は現在20兆kWhだが、2030年に 
 は30兆kWhの見通し。日本企業の新興国市場でのエネルギー投資が温暖化問題解決の鍵に。 
  
（変化８）中国国営企業の台頭、欧米ではエネルギー企業のＭ＆Ａが進展 
 ともに国境を越えた投資に着手。他方、日本の電力産業の海外展開は緒についたばかり。 
  
（変化９）金融プレーヤーの存在感の高まり 
 金融が世界のエネルギー選択に大きな影響。中国の存在感が増す一方、日米の関係機関との協調行動も具体化。エネルギー金融制度の設
計が課題に。 

  
（変化１０）世界全域での地政学上の緊張関係の高まり 
 米ロ中印サウジなど主要国は国としてのエネルギー戦略を練り、その経済領域の拡大を指向。日本もそのポジションを確立する必要。 

東日本大震災（２０１１年）からの６年間の状況変化 
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分散型エネルギーの概要 

 「分散型エネルギー」とは、比較的小規模で、かつ様々な地域に分散しているエネルギーの総称で
あり、従来の大規模・集中型エネルギーに対する相対的な概念である。 

 分散型エネルギーには、地域の特性や需要の形態等に合わせて①使用する創エネルギー機器の
別、②電気・熱といったエネルギー形態の別、③機器単体か、複数機器の組合せで使用するの
かの別など、様々な形態が存在する。 

分散型エネルギーの利用形態による整理 

需
要
地
が
遠
い 

電気 

熱 

需
要
地
が
近
い 

分散型エネルギーの 
 

近接地で面的に利用 
 

（面的利用） 

系統ネットワークを 
 

通じて系統全体で利用 

熱は遠隔地への供給困難 

コジェネ 

再エネ電気 

未利用熱利用 

分散型エネルギーを 
 

同一敷地内で利用 
 

（自産自消） 

個別方式 面的利用 

エネルギー設備は個別の建物単位に設置されており、低炭素型エネ
ルギーシステムの導入効果は個別建物レベルに限定される。 

再生可能エネルギーをはじめとした分散型エネルギーを最大限導入し、
各施設が有する設備をEMSにより最適に制御し融通することで、地
域全体でより効率的なエネルギー利用を図る。 

個別に設備を設置 自営線および熱導管により、電気・熱等を融通 

EMS 

電気 熱 電気 熱 電気 熱 電気 熱 

分散型エネルギーの面的融通 
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分散型エネルギーリソースの導入見通し 

 2030年に向けて、需要家側にエネルギーリソースが相当程度の拡大される見込み。 

住宅用PV 

エネファーム 

コジェネ 

HEMS 

BEMS 

FEMS 

EV/PHV 

足下 2020年 2030年 

760万kW 
 
- 900万kW 

10.5万kW 98万kW 370万kW 

1,020万kW 1,120万kW 1,320万kW 

9万kW 2,100万kW 4,700万kW 

400万kW 1,600万kW 3,100万kW 

180万kW 530万kW 1,000万kW 

28万kW 450万kW 4,400万kW 

仮に10%が調整力として制
御可能と仮定すると 
1,320万kW 
=大規模火力約13基分 

2,590万kW 
=大規模火力約25基分 

創
エ
ネ
設
備 

D
R

・
蓄
エ
ネ
設
備 

出典：長期エネルギー需給見通し(2015年7月)等を基に、資源エネルギー庁が試算。DRについては、あくまでアグリゲーションビジネスのポテンシャルとして試算したもの。 9 



 「エネルギー基本計画（2014年4月閣議決定）」において、ZEHの実現・普及目標が設定 

– 2020年までに、標準的な新築住宅※でZEHを実現 
※「地球温暖化対策計画」（2016年5月閣議決定）において、「2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建 
住宅の半数以上をZEHにすることを目指す」と目標を具体化（参考値：2016年度の新設住宅着工戸数(持家系)は約
54万戸 (国土交通省 住宅着工統計)） 

– 2030年までに、新築住宅の平均でZEHを実現 

 ZEH補助事業において、これまで約18,200件交付決定済（平成29年度9月時点）。 

ZEHの導入拡大 

ZEHの概念図 
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スマート化が進む家庭内機器制御 次世代自動車の普及目標  

AI/IoTによる高度なエネルギー制御 

 AI / IoTといった新技術の普及 ⇒ 機器間連携・制御による、さらなる省エネの可能性 

 EV等次世代自動車の普及   ⇒ 自動車・家庭間の電気の一体管理（V2H・V2G）の可能性 

2016年 
（実績） 

2030年 

従来車 65.15% 30～50% 

次世代自動車 34.85% 50～70% 

ハイブリッド自動車 30.76% 30～40% 

EV 
PHV 

0.37% 
0.22% 

20～30% 

FCV 0.02% ～3% 

クリーンディーゼル自動車 3.46% 5～10% 

新車販売台数に占める次世代自動車の割合 

【出典】次世代自動車戦略２０１０、自動車産業戦略２０１４ 

※新車乗用車販売台数：414.6万台（2016年） 
※EV・PHVの普及台数目標：2020年に国内保有台数を最大100万台 
 （EV・PHVロードマップ（2016年3月23日）） 

【出典】 トヨタ自動車 

電気自動車・プラグインハイブリッド自動車から住宅への給電 
（Vehicle to Home: V2H） 
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新たな需給調整メカニズムであるバーチャルパワープラント 

 バーチャルパワープラント（VPP）とは、①太陽光発電等の再生可能エネルギー発電設備や②蓄
電池やヒートポンプ等のエネルギー機器、③ディマンドリスポンス等の需要家側の取組等、系統上
に散在するエネルギーリソースを遠隔に制御することで、発電所のような電力創出・調整機能を仮
想的に構成したものをいう。 

ウィンドファーム 

火力発電所 

電力システム 

メガソーラー 

店舗 

蓄電池 電気自動車 

マイクロCHP 

エコキュート 

原子力発電所 
水力発電所 需要やエネルギー機器を 

制御し、需給バランス調整
サービスを提供 

VPP 

工場 

VPPのイメージ 

アグリゲーター 
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2010年 2016年 

40円 10円 

40円 20円 

分散型システム拡大の課題１：日本の再エネの高コスト構造の早期是正 

（出所）Bloomberg New Energy Financeデータ等より資源エネルギー庁推計 

 欧州と日本の太陽光発電コストの推移 [円/kWh] 

日本 

欧州 

＞
 

総コスト 総コスト※ 設備 工事 運転維持費 

12円 5円 3円 

6円 2円 2円 

○FIT高価格と 
 競争の不在 
 
○多段階の 
 流通構造 
 

○多段階の 
  下請け構造 
 
○平地の少ない 
   地理条件 
 

○専門企業の 
 未成熟 
 
○ビックデータ 
 未活用 

〇欧州や中国が先行。我が国の再エネ産業の競争力をどう強化するか？ 

※欧州・日本の総コストは、世界平均の太陽光発電コスト 13 



〇大規模ＮＷの再設計と分散ＮＷへの投資をどう並行して進めるか？ 

分散型システム拡大の課題２：再エネの進展に応じた電力ＮＷの構造改革 

電源 火力・原子力 再エネ 
＋火力 

分散型再エネ 
+蓄電池 

求められる 
ＮＷ投資 

ＮＷの 
プレーヤー 

旧一般 
電気事業者 
（10社） 

多様な 
プレーヤー 

電源の立地 
需要地域 
臨海部 

供給適地中心 
（北海道・九州等） 

需要地 
近接 

ＮＷの 
再設計 

既存NWの 
更新投資 

分散ＮＷ 
への投資 

構造 
変化 

構造 
変化 

旧一般 
電気事業者 
（10社） 

今まで 現状 将来 
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分散型システム拡大の課題３：ＥＶ開発の進展と蓄電池のコスト 

現在 

走行距離 
（蓄電池容量） 

車両コスト 
（蓄電池コスト） 

政策 
手段 

280km 
(30kWh) 

約700km 
(56kWh) 

300万円 
(４万円/kWh) 

180万円 
(約5千円/kWh) 

〇ＥＶ化はエネルギーの需要構造、そして供給構造を変える可能性。 
〇海外における政策はどう動くのか？ 
〇自動車産業やメジャーの長期戦略は？ 

ＥＶ 

電力 
再エネ＋蓄電池 
（蓄電池コスト） 

150円 
(４万円/kWh) 

15~25円 
(約40～400円/kWh) 

10分の１ 

100～1000分の１ 

＜
 

【英・仏】 
2040年までに 
ガソリン車やディーゼル車
の販売を禁止方針 

【中国】 
2018年より 
一定量のEV/PHVの 
販売義務付け 

【日本】 
2030年までに
EV/PHVの新車販売を 
20～30%に 

2040年原油需要 
（ＥＶ･ＰＨＶ普及想定） 

パリティ水準 

IEA・WEO 
現行政策シナリオ 

IEA・WEO 
新政策シナリオ 

IEA・WEO 
450ppmシナリオ 

54億トン 

（0.3億台） 

48億トン 

（1.5億台） 

33億トン 

（7.1億台） 

（1）需要への影響 

（2）供給への影響 

（3）政策 

NEDO 
30年目標 

現時点で 
目標未設定 
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Ⅰ．エネルギーミックスの再構築 
 
Ⅱ．分散化システム拡大の未来と実現への課題 
 
Ⅲ．電力産業強化とIoT 
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電力分野におけるデジタル化（概況） 

  他の産業分野と同様、電力分野においてもビッグデータやIoT等のデジタル技術を活用した競争
力強化の取組が広がっており、新規事業の創出や収益性の改善が期待されている。 

17 

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
用
い
た
『
電
力
産
業
の
競
争
力
強
化
』 

①新規事業の 
創出 

主に既存事業内における 

②収益性改善 

資源面や能力面の 

③課題解決 

電力産業にとっての意味合い 代表事例 デジタル技術の導入目的／提供価値 

海
外
シ
ェ
ア
の
拡
大 

エネマネサービス開発 
• 省エネ対策サービス（Opower（米）） 
• スマートホーム事業（Google Nest、Apple、Panasonic、日立等） 
• 住宅・公衆電源サービス（東電Eｴﾅｼﾞｰ、ｿﾆｰﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、関電工） 

エネルギー以外の 

新規サービス開発 

• 高齢者見守りサービス・来店促進サービス（東電、KDDI） 
• 地域見守りサービス（東電、ソフトバンク、ベイシスイノベーション） 
• セキュリティーサービス（Icontrol、SCE、ADT（米）） 

自動・最適制御化 
（最適制御等） 

• 発電機最適制御による稼働率向上（火力発電・風力発電等）（GE） 
• 変電器の障害発生リスク予測（ABB） 
• 遠隔監視によるガスタービンの予兆診断（三菱日立パワーシステムズ） 

省人化 
（遠隔化・自動化） 

• 地中送電線の遠隔老朽化感知システムの開発（東電、大阪大学） 
• ドローンを利用した送配電・鉄塔の監視点検サービス（東芝、PG＆E等） 
• ドローンを利用した太陽光パネル検査サービス（ソフトバンクテクノロジー） 

情報化 
（形式知化・予測・共有） 

• データ分析による電力需給／価格予測（NTTdata・アイルランド・ウォーターフォ
ード工科大学） 

• 電力状況/天気予報を活用した需要予測（NTTデータ/NEC/ IBM等） 

人材不足改善 • ※省人化欄ご参照 

知識・ノウハウ補填 
（人の意思決定代替） 

• エネルギー需給管理（多数） 
• アセットマネジメントのノウハウ標準化・形式値化（多数） 

安全性改善 
• 電力設備整備作業員の遠隔見守り（富士通・関電工／大林組・NTTコミュニ

ケーション等） 

証明・信用付与 • 合理的な設備修繕費用を証明する／業務の透明化による信用付与（仮説） 

上
記
に
よ
り
副
次
的
に
実
現 

1 

2 

3 

4 
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分野別のデジタル化の概況（国内外） 

 発電、送配電、小売等の各分野において、センシングやデータ解析、ロボティクス等のデ
ジタル技術を用いた効率化及び付加価値向上の取組が増えている。 

予
測
・
情
報
化 

省
人
化 

最
適
制
御 

新
規
事
業
創
出 

付
加
価
値
創
出

 

効
率
化

 

発電 送電 配電 需給調整・小売 

提
供
価
値 

電力データを活用した金融・宅配・
ヘルスケアサービス（KDDI） 

電力データを活用した 
見守りサービス（東電EP） 

電力需要電力需要予測 
（事例多数） 

配電自動化システム 
（電力会社各社） 

発電プラントの最適制御（MHPS
、GE,Siemensなど） 

故障の早期発見モデルの開発 
（日立パワーソリューションズ） 

ドローンを活用した点検サービス（発電機、送電鉄塔、送電線、配電設備、変電所、周辺施設等） 

電力価格予測モデルの開発 
（NTT data等） 

メータ・センサによる電力流通状況
の把握（各電力会社） 

DR等の需給調整システム 
（東芝、エナリス等多数） 

データ管理端末、音声認識などを通じた業務の効率化（各電力会社、ベンダー等） 

データ解析によるコモディティートレーディングの最適化、コンプライアンス対応、リスク管理（米Allegro） 

スマートメーター設置による自動検
針・自動制御（事例多数） 

エネルギー機器の遠隔操作 
（大ガス：エネファーム遠隔操作） 

送電線自走ロボットによる点検・
修理（開発途中） 

オープンデータによる省エネサービス
（米Opower） 

作業員の体調モニタリング（NTTcom・大林組／富士通・関電など） 

公衆電源プラットフォーム 
（東電EP、SonyBS、関電工等） 

低エネルギー長距離送電ネットワー
ク（DIGIMONDO） 

工事工程、リソース配分の最適化（米Sales force） 

太陽光の自動掃除ロボット 
（Ecoppia等） 

風向・風量の予測 
（伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ等） 

機器の設計、立地の選定最適化 
（GE Digital Wind Farm等） 

故障個所の事前予測アルゴリズムの開発（事例多数） 

デジタルグリッド（東京大学等） 

ブロックチェーンを用いた電力売買システム（TenneT、Sonnen等） 

業務工程の最適配置、リソースの最適配分（SAP、Oracle、各電力会社等） 

データ分析による設備管理の高度化 
Asset Health Center（ABB） 

電柱、変圧器を活用した情報発信事業 
(東電×パナ,中電×中電興業×DNP) 

デジタル変電所 
（ABB） 

実証 

商用化 

研究開発 

凡例 
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（出所）MHPSニュースリリース（2017年1月10日）より作成 

 三菱日立パワーシステムズは、AIを活用した石炭焚きボイラー燃焼調整の自動化システ
ムを開発し、ベテラン技師による石炭焚きボイラー燃焼調整の精度を実現。 

三菱日立パワーシステムズ（MHPS）は、人工知能（AI：Artificial 
Intelligence）の活用によるボイラーの燃焼調整の自動化に向けてシステム
を開発、台湾公営の台湾電力（台湾電力股份有限公司）林口（リンコ
ウ）火力発電所で実機への導入試験を行い、AIによる燃焼調整がベテラン
技師による調整と遜色ない結果が出せることを実証しました。現在開発を進め
ているAIを活用した火力発電所向け運転制御システムの中核を担うシステムの
一つで、引き続き精度の向上や適用機能の拡大などの高度化に取り組んでい
きます。 

このボイラーAIシステムは、ボイラー運転における大量・複雑なデジタルデータ
の解析による運転コストや保守管理コストなど発電コストの最適化、不適合
予兆・早期検知などの機能を国内外の電力会社へ提供することを目指して、
開発を進めているものです。 

試験実施先である台湾電力の林口発電所向けには、当社が出力80万キロ
ワットの最新鋭の石炭焚き超臨界圧火力発電設備のボイラーと蒸気タービンそ
れぞれ3基ずつの納入を担当。1号機はすでに商業運転を開始し、2号機は今
春に商業運転開始を予定しています。 

燃焼調整試験は、元来はベテラン技師がプログラム実行時に設定する複数のパ
ラメーター（指示事項）を調整することにより、排ガス特性、燃焼バランス、蒸
気温度特性、ボイラー効率などのプロセス最適化を行うものです。今回の試験で
は、プロセス値の変化を学習させたAIシステムに調整試験での最適パラメー
ターを提案させました。その結果、AIが提案するパラメーターがベテラン技師
の設定とほぼ同じになることを確認でき、バランスのとれたプロセス値を得ることが
できました。 

台湾電力の林口火力発電所 

発電分野の事例 AIを活用した発電プラントの最適制御（MHPS） 
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送配電分野の事例 ドローンを使った送配電や鉄塔の巡視・点検(東芝) 

 電力インフラにおける送電線や鉄塔の巡視・点検では、習熟した保全作業員による目視点
検が主流となっているが、山間部などのアクセスしにくい場所を点検する場合、点検場所ま
での移動に時間がかかるほか、高所作業では危険が伴う。 

 ドローンを使用することで、高所の送電線や鉄塔上部の画像を撮影することができ、迅速な
状況把握・作業時間の短縮・安全性の向上に繋がる。 

ドローンによる電力インフラの設備点検イメージ 

（出所）株式会社東芝提供資料 

2016年10月18日 第１回 
電力・ガス基本政策小委員会

資料抜粋 
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（出所）2015年5月7日 KDDIニュースリリースより作成  

 KDDIは、電力ビッグデータを活用した高齢者見守りサービス、来店促進サービス等の実
証実験を開始している。 

KDDI株式会社、株式会社KDDI研究所 (本社: 埼玉県ふじみ野市、代表取締役所
長: 中島 康之、以下 KDDI研究所)、三重県桑名市 (以下 桑名市) は、2015年5
月中旬より、経済産業省「大規模HEMS情報基盤整備事業」において、電力ビッグデータ
を活用した実証事業を開始します。 
 
経済産業省の「大規模HEMS情報基盤整備事業」では、KDDIを含む4社を幹事企業と
するコンソーシアムが連携し、2014年9月の事業開始以降、各家庭の電力データを一元
的にクラウド管理する情報基盤システムを構築するとともに、全国約1万4千世帯のモニ
ターに対してHEMSの導入を行ってきました。 
 
KDDIと桑名市は、2015年5月中旬より、全国の約1万4千世帯のモニターから得ら
れる電力ビッグデータを活用し、「電力の見える化」や「節電アドバイス」を行うほか、「テレビ
のデータ放送との連携サービス」や「高齢者の見守りサービス」、「地域商店街への来店促
進サービス」など、暮らしを便利で豊かにする生活支援サービスを、各サービス提供事業者
を通じて順次提供していきます。 
 
電力ビッグデータの分析は、KDDI研究所独自 (注4) の解析技術を活用します。電力消
費パターンの統計解析により、子どもや高齢者有無などの世帯属性や、起床や就寝に関
するライフスタイルや状況などを推測することができるため、各家庭の特徴に合わせた節電ア
ドバイスやサービス提供が可能となります。また、KDDI研究所は、安心してご利用いただく
ため、電力データの提供を制御する機能「プライバシーポリシーマネージャー 」を提供します。
モニターが各自で設定するプライバシーポリシーに従って電力データの提供を制御し、プライ
バシーを保護することが可能となります。 
KDDI、KDDI研究所、桑名市は、本実証事業を通じて、HEMSの普及による省エネ・
ピーク対策に貢献するとともに、電力ビッグデータを活用した、便利で豊かな社会の実現を
目指していきます。 

サービス提供イメージ 

小売・関連サービス分野の事例  
電力データを活用した生活支援サービス（KDDI） 
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電力インフラのデジタル化研究会（E-Tech研究会）の議論 
                      （事務局：資源エネルギー庁・電力産業・市場室） 

データ分析・予測 データ整理・管理 

オペレーション センシング 

Ｏ
Ｔ 

Ｉ
Ｔ 

・タービン、ボイラ等のセンサーから無
数のオペレーションデータを収集 

イベントデータ 
• ダウンタイム、起
動、故障 

定常数値データ 
• 流入量、圧力、新
藤、音、温度 

影像データ 
• 機内画像 

エッジ 
コンピューティング 

＋ 

・収集データをプラットフォームで体
系的に管理 

複数アセットの 
統合管理 

社内外の情報と 
統合管理 

・収集データを元に、最適運用の
予測、事故予兆 

ＡＩによる 
高度化 

機械学習 

・分析・予測を反映・検証・改善。 

全社最適化 

サービス 
向上 

運転効率 
向上 

設備保全 
CBM 

故障 
予知 

 資源エネルギー庁電力産業・市場室では、有識者や電力会社を交えたE-Tech研究会を設置。電力
インフラのデジタル化が実現しうる価値や、電力産業の競争力強化に資する具体施策を検討。 

 発電分野では、データに基づくオペレーションの効率化に加え、AI、機械学習などの更なる進歩の芽が
でているが、「如何に競争力強化を進めるか（どういった座組みで戦うか）」などの論点を議論。 

稼働率向上 

効率化 
最経済運用 保全高度化 

海外輸出 
（集中運営サポート、O&M外販、IPP等） 

新サービス創出 
（調達モデル、保険、認証、教育） 

日本の電力会社の 
「強み」を如何に 
織り込むか 

論点Ⅰ 論点Ⅱ 

論点Ⅲ 

• オペレータ主導の勝ち
パターンとは？ 

• オペレーター、IT、メー
カーの座組みのあり方
など 

如何にデジ
タル化によ
る競争力を
進めるか？ 

売り込むべき日本の「強み」とは何か？ 

如何に海外企業と差別化を図り、海外市場を獲得するか？ 
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● IT企業、メーカー等との戦略的連携（座組み）の構築 
   ・ データの囲い込みからの脱却、継続的な連携 

取組ステップ（イメージ） 

 過去データによる予
測モデル構築 

 パラメータの最適設
定 

モデル構築 

実機での実証試験 

実運転への適用 

他社・海外への 
サービス展開 

 予測モデルを活用し
た実機でのパラメー
タ調整（リアルタイム
制御等） 

 実機の長時間運転
による高効率化等の
実現（メリット享
受） 

 他社アセットの運転
支援サービスや海外
展開 

内 
 
容 

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
側
の
主
な
論
点 

人･

技
術 

組 

織 

連 

携 

そ
の
他 

人材ゼロ 

社内の 

理解不足 

危機意識 
の欠如 

データの 
囲い込み 

IoT,AI技術の不足（企業連携・人材育成の必要性） 

経営層の意思決定 

モデルの高度化 
（適用範囲の拡大） 

現場の理解 

規制への対応 
メーカー保証 

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ対策 

更なるモデルの高度化 
（暗黙知・ノウハウの反映） 

相手国の 
理解の醸成 

精度の高い 
予測モデル構築 

社内体制構築、理解醸成 

中堅人材によるプロジェクト組成 継続的な発展（体制等） 

主な論点・問題提起 ～火力発電所のIoT,AI活用による競争力強化～ 
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